
　令和５年度一般会計補正予算（第７号）は、物価高騰等に直面する低所得世帯に対して、低所得

世帯支援給付金を支給するための費用を計上します。

　低所得世帯等支援給付金給付事業において１億８，０００万円を計上し、補正後の一般会計予算

額は、１３６億７００万円となります。

（単位：千円）

13,427,000 180,000

国民健康保険事業 2,907,900 0

介護保険事業 2,837,535 0

定期航路事業 850,000 0

158,472 0

後期高齢者医療 566,100 0

7,320,007 0

企会
業計

1,704,476 0

22,451,483 180,000

850,000

補 正 予 算 額 補 正 後 予 算 額

合 計 22,631,483

一 般 会 計 13,607,000

特

別

会

計

2,907,900

小　　　　計

特定環境保全公共下水道事業

水道事業 1,704,476

158,472

566,100

7,320,007

令和５年度一般会計補正予算（第７号）の概要

Ⅰ　補正予算の規模

～　一般会計、特別会計、企業会計補正予算の規模　～

補 正 前 予 算 額

2,837,535
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（単位：千円・％）

補正前
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

構成比

2,733,482 2,733,482 20.1

67,000 67,000 0.5

1,000 1,000 0.0

10,000 10,000 0.1

13,000 13,000 0.1

35,000 35,000 0.3

485,000 485,000 3.6

8,000 8,000 0.1

9,000 9,000 0.1

3,848,789 3,848,789 28.3

1,000 1,000 0.0

27,872 27,872 0.2

274,058 274,058 2.0

1,484,372 180,000 1,664,372 12.2 180,000

761,258 761,258 5.5

55,400 55,400 0.4

908,400 908,400 6.7

1,383,471 1,383,471 10.2

506,792 506,792 3.7

142,606 142,606 1.0

671,500 671,500 4.9

13,427,000 180,000 13,607,000 100.0

Ⅱ　一般会計歳入補正予算の状況

区 分 主な補正予算の内容

市 税

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税
交 付 金

環 境 性 能 割
交 付 金

利子割交付金

配当割交付金

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

地 方 特 例
交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策
特 別 交 付 金

財 産 収 入

分 担 金 及 び
負 担 金

使 用 料 及 び
手 数 料

歳 入 合 計

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

法 人 事 業 税
交 付 金

諸 収 入

市 債

国 庫 支 出 金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

県 支 出 金
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（単位：千円・％）

補正前
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

構成比

128,221 128,221 0.9

3,345,034 3,345,034 24.6

3,608,063 180,000 3,788,063 27.9 180,000

1,549,321 1,549,321 11.4

343,405 343,405 2.5

371,748 371,748 2.7

831,980 831,980 6.1

558,459 558,459 4.1

954,953 954,953 7.0

121,088 121,088 0.9

1,379,728 1,379,728 10.1

225,000 225,000 1.7

10,000 10,000 0.1

13,427,000 180,000 13,607,000 100.0

公 債 費

土 木 費

教 育 費

消 防 費

Ⅲ　一般会計歳出補正予算の状況

主な補正予算の内容

議 会 費

区 分

予 備 費

諸 支 出 金

歳 出 合 計

災 害 復 旧 費

低所得世帯等支援給付金給付事業

観 光 商 工 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農林水産業費
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一般会計

款 3 項 1 目 10
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　物価高騰等に直面する低所得世帯を支援することを目的に、低所得世帯支援給付金を追加給付

するための費用を補正します。

〇給付額　住民税非課税世帯１世帯あたり70,000円

※既に給付した３万円への追加給付により、１世帯あたり10万円を目安に支援を実施

【主な経費】

電算委託料 1,204千円

委託料（低所得世帯支援給付金申請等業務） 2,504千円

交付金（低所得世帯支援給付金） 175,000千円

【主な財源】

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 180,000千円

予算科目 民生費 社会福祉費
低所得世帯等支援
給付金給付事業費

低所得世帯等支援給付金給付事業

地方債 その他
予算額 180,000 千円

国庫 180,000

9 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち

中事業名 【継続】低所得世帯等支援給付金給付事業
担当課 健康福祉課

県 繰入金 一般財源
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